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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　期待されたサッカーワールドカップの日本対コートジボワール戦は、2対1で日本が敗れ、決勝ラウンドへの進出がなかなか厳しくなってきた。今後の頑張りに期待したい。

　先週、東京工大大学院で、社会保障と税制についての講義
　先週１０日と先々週の３日の両日、東京工業大学の大学院で社会保障と税制についての「講義」をする機会があった。昨年から実施しているもので、全労済が寄付した講座を東京工業大学が受けとめていただいたもののようだ。一般的な労働講座などは過去何度もやり、それほど違和感なく実施できるのだが、なにせ大学の、しかも大学院の学生さんを相手に話をするわけで、それなりの準備も必要になる。しかも、慣れないパワーポイントを使いながら話をするわけで、どうにも学生の皆さんとの間合いがうまく取れなくて、お世辞にも良い授業と言えないと思って反省していた。
「文明の対価としての税」という捉え方に関心を持つ学生に感激!
前回の講義を終えて我が家に受講生の皆さんのアンケート形式による感想が送られてきて、意外なことに関心を寄せていただいたことを発見することができた。それは、パワーポイントにジェフリー・サックス教授の書かれた『世界を救う処方箋』(早川書房刊)から引用した次の文章に、何人かの受講生が関心を持ってくれたことである。少し長いが引用すると、
　　「『私は税金を払うのが好きだ。それは文明を買うことだからだ』。およそ３０年前の『納税者の反乱』がいまだに勢いを保っている昨今のアメリカ社会では、まったく聞かれなくなった意見である。適切な納税が無ければ人は文明社会に生きられない。アメリカの中流階級は手取り収入の高さが自分たちの幸せを保証すると思い込んでいる。その為、社会全般のための事業を実践し爆発的な債務超過を回避するには納税が必須だという道理を見失ってしまった。もっと重要なのは、アメリカの中流階級が富裕層のための減税措置を認めたことである。その結果、所得や財産は人口のわずかな部分を占める富裕層の下に一層集中することに成った。こうして、わが国の最も裕福な人々は収入のごくわずかな一部を投資するだけで法曹界を支配し、議員とその家族を富ませ、結果として自分たちの特権をいつまでも守っていられる。議会を動かすのに、熱心なロビー活動さえいらない。議会そのものが今やミリオネア・クラブになっているからだ。現在、連邦議会の議員のおよそ半数、261人は資産100万ドル以上の富豪なのだ」(２４１頁より)
　この冒頭に『』で書かれた「私は税金を払うのが好きだ。それは文明を買うことだからだ」という文章は、アメリカのIRS(内国歳入庁)の建物に書き込まれている言葉なのだが、発言したのはオリヴァー・ウェンデル・ホームズ・ジュニアというアメリカでは有名な最高裁判事をされた方である。この言葉に対して、東京工業大学の学生さんが、好意的に捉えてくれたのだ。「文明の対価としての税」という捉え方こそ、今一番重要かつ必要なことなのだと思う。
 ウォーレン・バフェット氏の見解にも関心を持つ学生に感激
　さらに、アンケートの中で、同じくパワーポイントにアメリカの大富豪で投資家として有名なウォーレン・バフェット氏が、3年前にニューヨーク・タイムス紙に寄稿した次の文章にも関心を持っていただいたようだ。
　　「我が国の指導者は我々に『ともに分かち合う犠牲』を求める。ところが、私の犠牲はいらないらしい。私同様の超富豪層の友人に聞いても、同じだという‥‥。

　　去年の私の納税額は、社会保障税を含めて、690万ドルだった。相当な額のようだが、私の課税可能総収入のわずか17.4%に過ぎない。私の事務所にいる部下20人よりも私が一番低かった。彼らの納税率は、最低33%、最高41%であり、平均で36%だった。

　　われわれ富豪族がこうした恩恵を被っているのは、ワシントンの政治家によって、絶滅寸前のヒキガエルのように保護されているからである。キャピタルゲインの15%という税率が、投資のインセンティブとして必要だとの理由で。
　　私は投資家たちとともに60年間働いてきた。1976~77年当時、キャピタルゲインの税率が、15%でなく39.9%だった時でも、税率が高いからと言って、投資を渋る人にはあったことが無い」

　このバフェット氏の発言に対して、今の安倍総理はどう思うだろうか。企業家や投資家にとって税を安くすることが成長戦略として重要だ、と言ってひたすら租税特別措置を作って税の減免していることへの痛烈な批判となっているのではなかろうか。もちろん、法人と自然人とでは受け止め方が異なることは理解できるとしても、法人であれ自然人であれ、この国で仕事をしたり生活をしたりしていれば、必ず政府の御厄介になっているわけで、きちんと税を納めるべきことが必要なことは言うまでもあるまい。
　日本の富裕層や経営層には、ノブレス・オブリージが無いのか
残念ながら、日本という国では、多くの富豪の方たちや経済界の主要な方たちから、バフェット氏のような見解を聞いたことが無い。東京工業大学の学生さんから、このような考え方に好意的な興味深い感想を頂戴したことは、税を語るものにとってまことに嬉しい限りであった。昨今の税制改革論議の現状を知る者にとっては、是非とも参考にしてほしいものだ。特に、安倍総理は、法人税の税率を35%から20%台(25%という数字が見え隠れしている)にまで引き下げると明言されていることに対して、課税ベースの拡大や代替財源(1%=約0.5兆円)なしの引き下げという実に無責任な方針が出されつつあることは、到底許されることではあるまい。
トマ・ピケティ教授の『21世紀の資本論』がアメリカで論争に
資本主義は、放置すれば、ますます格差が拡大していく
　さて、先ほど引用させていただいたジェフリー・サックス氏の著作などでも指摘されているのだが、世界の二極化が進み貧富の格差が拡大していることに対して、心ある多くの経済学者等が問題視されてきている。あまりにも大きな格差は、経済の成長にも悪影響を与えるので改革すべきだ、という意見が高まりつつある。
　そうした中で、最近特に注目を浴びているのがフランスのパリ経済学校教授のトマ・ピケティ氏(43歳)である。ピケティ氏の最新著作である『21世紀の資本論』がアメリカでベストセラーになり、論争を巻き起こしている。そのピケティ氏が朝日新聞6月15日のオピニオン欄でインタビューされている。その中で、経済的な不平等が拡大する傾向が資本主義にはあるのだが、たまたま1950~70年代の高度成長期には、成長率が極めて高く資産の収益率に接近したのだが、それは偶然そうなっただけで(二度の世界大戦と大恐慌による資産の壊滅があると示唆)、それ以外の時期には資産の収益率の方が経済成長率よりも絶えず高く、貧富の格差は拡大し続けると指摘している。
 アメリカは100年前は平等志向の強い国だったとは!?
　興味深いのは、ではどうしたら良いのか、という点についてのピケティ氏の解決策である。インタビューの中で次のように答えている。

　　「教育の機会を拡大することが最も重要ですが、それだけでは十分ではありません。収入と資産の両方に、額が大きいほど税率が高くなる累進課税をかける必要があります。(中略)。　最上級の収入の人に高い課税を求めることで、際限なく報酬が上昇するのを防ぐことができます。」

　　「資産への累進課税は、もっと重要です。多くの国で不動産に課税していますが、このやり方では、住宅ローンを抱えた人も、相続した人も同じ額を払わなければいけません。資産から負債をさし引いた純資産に累進課税をかければ、中間層の資産形成を促し、大金持ちへの資産の集中に制限を加えることができます。しかし、大金持ちは外国に逃げようとするかもしれません。国際的な協調が必要です。」
　かくしてピケティ氏は、国際的な租税協調による租税回避や多国籍企業への課税、更には資産の世界的な規模での把握など、とにかく一歩一歩前進ささせていくべきことを強調している。
　国際的な租税協調の実現は可能か、徐々に進む税情報の開示
果たして、このような努力を先進国の間で作り上げることができるのかどうか。かつて小生は、財務副大臣時代の2010年6月に開催されたG20釜山会議で、同じような租税協調を提起したことがあるのだが、その後アメリカはテロ防止のためと称して、スイスの金融機関から税に関する情報を開示させたり、最近ではタックスヘイブンからの情報が世界各国の徴税機関に手に入るなど、少しずつではあるものの、国際的な課税情報の開示が進みつつある。それにしても、前途は遙遠であることは間違いない。その実現に向けて各国の努力に期待したいと思う。日本でも、ようやくマイナンバーが導入され、海外の資産情報も一定程度入手できるようになってきた。国際的な所得・資産情報の交換が求められよう。
一刻も早い、日本語版『21世紀の資本論』の刊行を
　この朝日新聞のインタビューの中で、ピケティ氏は実に興味深い指摘をしている。それは、アメリカという国でピケティ氏の著書が読まれている背景として、アメリカは本来ヨーロッパよりも平等だったし、100年前にはヨーロッパのように不平等になったらどうしよう、と心配していたという。それゆえに「第二次世界大戦の直後 、連合国に占領された日本やドイツでは一時、所得税の最高税率が90%になりました。米国が日独のお金持ちを罰しようとしたのではなく、それがいい税制だと米国で考えられていたからでした。」と捉えている。
日本でのシャウプ税制改革がニューディーラーの方たちの手によってつくられたことを指摘しているのだろうか。グローバル化した今日、税だけで所得再分配していくのではなく、社会保障による格差の縮小を考えるべき時だと思われるのだが、なにせこのインタビューだけでは良くわからない。日本語による『21世紀の資本論』の翻訳が待ち遠しい。どなたか、フランス語に堪能な方による翻訳を、急いで進めて欲しいものだ。                                
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